
 

   

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポートの要約＞ 

◆  日本の大学は、卒業生マーケティングの立案や再考が必要な時代を迎えている。 

来年から団塊世代の大量退職が始まり、寄付募集の好機が到来する。そこでまず

寄付募集のための卒業生マーケティングを実施すべきだ。また、大学に付加価値を

もたらす目的での新しい卒業生マーケティングの動向にも注目したい。 

◆  寄付募集のための卒業生マーケティングが効果的と考える理由は、日本の個人セ

クターは寄付マインドが低いことがデータ検証でも表れており、マーケティングによ

る側面支援が寄付募集の成功に必要なためだ。寄付募集マーケティングは、巨額

寄付マーケット争奪戦の中でノウハウが発達してきた米国に倣うことができる。 

◆  寄付募集マーケティングは、慈善活動ならではの特徴を踏まえなければ成功しない

部分がある。コロンビア大学の２０００年初の寄付キャンペーンでは、全寄付者にお

ける上位０．１％の大口寄付者だけで、最終募集額の約６４％の寄付を獲得した。ま

た、募集における戦略コストに寄付額の１０％～１５％相当を充てるやり方も、慈善

活動ならではの特徴を踏まえたマーケティング・ノウハウである。 

◆  日本の大学は、卒業生だからこそ母校の経営に影響を与えられる役割が改めて大

きくなってきていることに注目しつつあり、単なる寄付募集に留まらない、卒業生の

力による新しい大学付加価値を造りだそうとする目的で、卒業生マーケティングを

展開し始めている。そのための横断的な校友会システム作りが進んでおり、卒業生

の参画インセンティブを持たせる工夫が凝らされている。 
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卒業生マーケティングの立案や再考が必要な時代に 

 

日本の大学は、卒業生マーケティングの立案や再考が必要な時代を迎えている。 

 

卒業生マーケティングが重要になる背景は、早晩、寄付募集の好機が到来するためだ。 

２００７年、日本の大学は全入時代を迎え経営厳冬期に突入するが、その一方で同年は、

日本の団塊世代（１９４７～１９４９年生まれ）が定年退職を迎える時期でもある。日本の大

学は、まず寄付募集の目的で卒業生マーケティングを展開し、この団塊世代の退職金を

ターゲットにした寄付募集を進めるべきだ。これは大学自身のためであると同時に、団塊

世代のためでもある。団塊世代に対して自分が築いた資金を母校の教学に充てられる道

筋を作ることは、大きな社会的意義があり、大学側に託された責任でもある。 

また、近年の卒業生マーケティングは、寄付募集に留まらずに、卒業生によって大学に新

しい付加価値をもたらすために行うという、進化した大きな目的が生まれつつある。卒業

生は、理解ある経営アドバイザーとして、民間企業への橋渡し役として、退職後の非常勤

講師として、母校の経営に影響を与えられる局面がたくさんあることに大学は改めて着目

している。経営難・差別化が必要な時代だからこそ、卒業生自身による経営への助力が

効果的だ。日本の大学の卒業生マーケティングは、寄付金募集よりも、将来こちらが主流

になる可能性が高い。 

図表１： 卒業生マーケティングとは？ 

ある目的のために、卒業生に大学との距離感を縮めてもらうよう、大学側
．．．

から
．．

行うアクション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本レポートは、早期に立案が必要な寄付募集のためのマーケティング戦略を中心に、寄

付先進国の米国大学事例を参考に検討を進めている。また、卒業生による新しい大学付

加価値を造る試みについて、東京大学と早稲田大学のメディア紹介事例から、考察を進

めている。 

 

 

Ⅰ 

大学 

大学と卒業生の間の距離感＝愛校心 

（寄付で言い換えると寄付マインド） 

卒業生 

例えば、 ・ 大学は、ＯＢ・ＯＧの卒業後の情報や興味を的確に把握する 

 ・ 大学は、卒業生に大学に再び近づいてもらうインセンティブを提示する 

 ・ 大学は、卒業生との間でギブ＆テイクの関係を作る 

団塊の退職金をターゲット

にした寄付募集のために

卒業生マーケティングが必

要 

卒業生による新しい大学付

加価値造りをめざした卒業

生マーケティングの試みも 

〔目的〕 

・寄付募集のため 

・大学経営のため 
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寄付募集にはマーケティング戦略が必要 

 

去る６月２６日、米国の著名投資家であるウォーレン・バフェット氏は、自らが経営する投資

会社バークシャー・ハサウェイ社の株式１,０００万株（３７０億㌦相当、１㌦＝￥１１５換算で

４兆３０００億円）を、ビル・ゲイツ、マイクロソフト社会長が運営するビル・アンド・メリンダ・ゲ

イツ財団に寄付する、と発表した。ニューヨークで開催された会見の様子はインターネット

でビデオ公開されているが1、気負いのない立ち振る舞いで米国史上最多額の寄付を贈

呈するバフェット氏や、それを自然体で歓迎するゲイツ夫妻のビデオ映像から、成熟した

米国の寄付文化が大変良く伝わってくる。 

しかし、このような成熟した寄付文化も、実は一般国民レベルでは変化の兆しが見られる。 

米国の高等教育機関向け寄付応募総額は、２００２年・２００３年と伸び率が低下した2。ま

た、米国の内国歳入庁のデータを使った分析では、米国人の所得の伸びと寄付との関係

性は、ここ３０年で低下している、との報告もある。 

日本の大学で寄付募集戦略を立案する際、米国の大学は寄付文化が根付いているから

寄付が集まりやすいのだと言うのをよく耳にするが、米国の大学は、上述のような米国民

の寄付マインドが変化する中で、寄付文化の歴史に甘えることなく、下記のような対策を

講じている。 

『年間の寄付金額９,６００万㌦に対して、システム開発費や高額寄付者の接待費として

約１,５００万㌦（寄付金額比約１６％）のコストを使用』 

『寄付依頼金額ごとにターゲットを分類、効率の高い１００万㌦層に注力してアプローチ』 

ちょうど本レポートの初版をリリースした２週間後の９月８日に、南山大学が昨年１２月、 

１８３億円相当の寄付を受け取っていたことが報道された3。これは日本の大学において

も団塊世代の退職金や遺贈による大口の寄付が、既に現実のものとなっている証左だ。

この流れが日本の一般的な風潮として根付くと考えるのであれば、日本の大学も寄付募

集のマーケティングに取り組み始める必要がある。 

寄付のアプローチは、慈善活動ならではの難しい側面・特徴がある。この特徴を踏まえな

がら慈善の心を最大限受け取る、そのための準備活動が寄付募集のマーケティング戦略

である。 

                                                  
1 http://www.gatesfoundation.org/default.htm “A New Era in Giving” 
2 Council for Aid Education, Release Feb.16,  2006、2005 年度は 4.9%の伸び率に回復 
3 2006 年 9 月 8 日、共同通信 
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ウォーレン・バフェット氏、 

３７０億㌦をゲイツ財団に

寄付 

しかし、米国の寄付文化も

低下の兆候が見られる 

 

日本の大学でも、１８３億円

の超大口寄付が行われた 
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寄付募集マーケティング戦略が米国で進化してきたのは、そこに巨大な寄付金マーケット

が存在するためだ。 

米国全体における寄付金総額は年間約２８．５兆円（１㌦＝￥１１５換算、２００４年度）、日

本の寄付金総額（推定）の約３６倍にも上る。 

データ１： 寄付金総額と寄付者の内訳（日米比較） 

米国の年間寄付金総額は２８．５兆円、日本の３６倍 

米国の寄付者内訳は個人が８７％、日本の個人は２８％と対照的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：American Association of Fundraising Counsel – Giving USA Foundation/Giving USA 2005 

    内閣府経済社会総合研究所、ディスカッションペーパー No126 

   ※推計値であり、複数年度のデータから集計している 

 

寄付者の内訳でみると、米国の場合８７％、金額で２３．８兆円が個人から寄せられている。

この超巨額の個人寄付の獲得争奪合戦が、米国において寄付金マーケティング戦略を

進化・発展させてきた。米国の大学で見れば、２００５年度の米国大学・寄付金額上位２０

大学の１校あたり平均年金寄付額は３億３千万㌦4（１㌦＝￥１１５換算で３７９億円）と、日

本の総合大学１校の帰属収入分にも相当する金額を集めている。この巨大な寄付金マー

ケットが、大学にあの手この手の寄付金マーケティング戦略を進化させ続けている。 

                                                  
4 Council for Aid Education, Voluntary Support of Education Report for FY2005 

２８．５兆円の巨大マーケッ

トが、米国の寄付金戦略を

進化させてきた 

米国・寄付金額上位大学は

１校あたり約３７９億円を獲

得 

 

 

米国（2004 年） 

 米国 日本（推定値） 

寄付者 金額（億㌦） （億円） ％ 金額（億円） ％ 

企業 120 13,800 4.8 5,092 65.0 

個人 2,077 238,855 87.2 2,189 28.0 

財団 288 33,120 8.0 499 6.0 

総額 2,485 285,775 100 7,780 100 

日本（2000-2 年※) 

個人 87% 

企業 65% 

個人 28% 

企業 4% 

財団 6% 

財団 8% 

2,485 億㌦ 

(28 兆 5775 億円）
7,780 億円 
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寄付募集マーケティング戦略が日本の大学の（個人向け）寄付募集に必要と考えるのは、

日本の法人セクターには、これまで広義の寄付募集マーケティングが展開されてきており、

寄付募集に一定水準の成功をおさめているからだ。 

内閣府経済社会総合研究所の推定値データによると、日本の非営利教育研究カテゴリー

向け寄付額１，９９７億円の内訳は、法人からの寄付（１，５５３億円、７８％）・個人からの寄

付（４４４億円、２２％）と、法人からの寄付が高いシェアを占めている。これは、法人向けに

は、寄付税制や受配者指定寄付金制度等のいわゆる政策的な寄付募集マーケティング

や、産学連携推進による広義の寄付募集マーケティングが早くから機能していた成果だと

考えられる。 

データ２： 非営利セクター寄付受配割合・教育研究カテゴリーの寄付者内訳（日米比較） 

日本で法人からの教育研究向け寄付が多いのは、広義の寄付募集マーケティングが機能したため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：American Association of Fundraising Counsel – Giving USA Foundation/Giving USA 2005 

    内閣府経済社会総合研究所、ディスカッションペーパー No126 

※受配先は一部当社にて調整（日本の教育研究には、法律・政治を含む）    

 

 米国 日本（推定値） 

受配先 金額（億㌦） （億円） ％ 金額（億円） ％ 

宗教 883 101,545 35.5 916 11.9

教育研究 338 38,916 13.6 1,997 25.9

 （寄付者が法人 1,553） (77.8)

 （寄付者が個人    444） (22.2)

財団 240 27,600 9.7 n.a. 0

医療 219 25,242 8.8 424 5.5

指定なし 213 24,564 8.6 690 8.9

人的支援 191 22,045 7.7 230 3.0

文化 139 16,088 5.6 1,522 19.7

地域社会 129 14,904 5.2 1,247 16.2

環境 76 8,740 3.1 491 6.4

国際 53 6,141 2.1 196 2.5

日本（2000-2 年) 

日本の法人セクターには、

広義の寄付募集マーケティ

ングが成功してきた 

米国（2004 年） 

宗教
教育
13.6%

財団 医療 指定 
なし 

 

人的 
支援 

 

教育研究 
25.9% 

 

2,485億㌦ 

(28兆5775億円） 

7,780億円 

20% 40% 60% 80% 100% 

非営利カテゴリー別の受配先比率（％） 

文 
化 

地 
域 

環 
境 
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更に、寄付募集マーケティング戦略が日本の大学の（個人向け）寄付募集に必要と考える

もう一つの背景は、日本の個人セクターはやはり寄付文化が不足しており、寄付募集の成

功にはマーケティングによるサポート活動が必要だというのが、データ検証でも表れてい

るためだ。 

財務省財務総合政策研究所は、国税庁のデータベースを使って、日本の個人セクターの

寄付文化を米国と比較検証した研究を発表している。その結果、日本の個人は、米国に

比べて、所得の伸びに対する寄付への感応度が低い、つまり所得が増えてもそれが寄付

へとつながりにくい、との結果が出ている。 

データ３： 寄付文化に関するデータ検証（日米比較） 

『日本の個人は、米国に比べて、所得に対する寄付への反応が低い（財務省財務総合政策研究所）』 

 

 

【前提】 寄付の価額と、寄付者の所得が、寄付支出にどれくらい影響を与えるか？  

寄付支出（額）＝（寄付価額× 寄付への影響度合い (a)） 

                      × 

              （寄付者の所得×寄付への影響度合い (b)）×技術係数 

 

 

 

 

【データ】 日本の所得に対する影響度合いは 0.23で、米国の数値（1992年で 0.67）よりも低い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結論】 日本は、所得の上昇に応じて寄付マインドが高くなる度合いが、米国より小さい 

 

『寄付文化を育み、寄付のインセンティブを高めるといった政策も必要（同研究所）』 

 

 

出所：財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」Oct-2002  

 

寄付の寄付価額と寄付者所得に対する影響度合い 

調査（年度） 寄付価額に対する 

影響度合い (a) 

寄付者の所得に対する 

影響度合い (b) 

日本調査 （1997 年） －1.7 0.23 

米国研究 （1976 年） －1.09 0.76 

米国研究 （1981 年） －1.27 0.78 

米国研究 （1984 年） －1.24 0.61 

米国研究 （1992 年） －1.11 0.67 

日本の個人セクターは、寄

付文化が不足している。国

税庁データによる検証にも

表れている 
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＜参考：寄付税制優遇＞ 

ここまで日本の大学の個人向け寄付募集の現状を、寄付募集マーケティングという大学

側の自助努力面でのみ比較・整理してきたが、寄付税制優遇の違いが日米両国の寄付

文化の違いを作った大きな要因であることは、あらためて言うまでもない事実である。 

『学校法人』で寄付金に関する税制を解説する、城所美智子税理士（新日本監査法人産

学連携推進室）も、税制優遇措置が寄付を促す効果に即効性を求めるのは難しいかもし

れないとしながらも、『長い目でみれば寄付の動機付けを補強する役割は果たすはず』と、

コメントしている5。 

今後の非営利法人全体に対する寄付金税制に関しては、政府税制調査会・基礎問題小

委員会・非営利法人課税ワーキング・グループが、『新たな非営利法人に関する課税及

び寄付金税制についての考え方（平成１７年６月）』で将来の方針案が示している。その中

では、税制面において欧米諸国並みに寄付文化を育んでいくためのインフラ整備が重要

と指摘しながら、寄付税制を従来の考え方から抜本的に見直し、より一層の充実を図る方

向を目指すべき、とコメントされている。今後、寄付金税制がより寄付者のインセンティブを

高める方向に改定され、国益を担う大学セクターの安定経営・発展の一助となることを願

いたいところであるが、本レポートでは、喫緊に大学セクターが寄付募集に効果を与える

自助努力は何かを考える目的として、かかる税制論議や動向にはあえて触れずに検討を

進めることとさせていただいた。 

参考データ： 公益法人への寄付税制優遇（日米比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」Oct-2002より、H18年度改正を一部修正 

                                                  
5 寄付金に関する税制―平成１８年度税制改正をふまえて－ 学校法人、Jul. 2006 

米国の寄付税制優遇が寄

付文化を作り上げてきたの

は事実 

  日本 米国 

 寄付受側 

 

寄付者側 

国や地方公共団
体への寄付／
指定寄付金 

特定公益増進
法人への 
寄付金 

一般 
寄付金

ﾊ゚ﾌ゙ﾘｯｸ・ﾁｬﾘﾃｨ
509(a)団体

 
ﾌ゚ﾗｲﾍ゙ ﾄー・ﾌｧｳﾝﾃ゙ﾞー ｼｮﾝ 

〔事業型〕     〔非事業型〕 

個 
 
 

人 

寄付 
に対 
する 
所得 
控除 

 

寄付金額（総所得金額の 30%を限度）

－5千円 

控除なし 寄付･物品贈与※

－課税所得の

50%まで 

評価性資産※ 

－課税所得の

30%まで 

寄付･物品贈与※ 

－課税所得の  

50%まで 

評価性資産※ 

－課税所得の

30%まで 

寄付･物品贈与※

－課税所得の  

30%まで 

評価性資産※ 

－課税所得の

20%まで 

 

法 
 

人 
 

損金 
算入 
可能 
額 

 

寄付金額の全額

を損金算入可能

一般寄付金の 

損金算入限度額

とは別枠で、 

同額を限度とし

損金算入可能 

(資本金

等 ×

0.25% ＋

所得金額

× 2.5%)

×1/2を

損金算入

 

金銭･物品贈与・評価性資産※ 

－課税所得の10%まで 

損金算入なし 

※寄付（contributions）、物品贈与（gift）、評価性資産（capital gain property） 

喫緊に大学セクターの寄

付募集に効果を与える自

助努力は何かを考えたい 
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寄付募集マーケティングの具体的手法 

 

寄付募集マーケティングの具体的手法は、作業ステージ毎に下記のように考えられる。 

一読して判るのは、寄付のためのマーケティング戦略と言っても、営利事業の顧客マーケ

ティング戦略とよく似ているという点である。寄付者（＝卒業生）の情報を正確に把握し、目

的に必要な情報（例：過去の寄付状況等）を管理し、高額寄付者には個別のアプローチ

を展開し、アフターフォローをする一連の流れは、例えば私たち金融機関が、金融商品を

ご購入いただくお客様へのアプローチとほとんど同じ流れだ。 

その一方で、寄付＝慈善活動ならではの特徴を踏まえなければならない部分もある。 

例えば、寄付は１割の超富裕層の寄付が全体額の９割を占める世界だと言われている。

コロンビア大学は、この特徴に沿ったターゲット分類を行い、２０００年初の寄付キャンペー

ンで２０億㌦の目標募集額を見事に達成させた。また、寄付＝無償の慈善行為だからこそ
．．

コストを使う点も、寄付ならではの特徴を踏まえたマーケティング戦略である。 

一般的な顧客マーケティングに似た工夫＋寄付ならではの特徴を踏まえたマーケティン

グの、両方の要素が成功のカギになる。 

図表２： 大学の寄付金募集マーケティングの具体的手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

寄付募集マーケティング戦

略は、営利事業の顧客マ

ーケティング戦略と似てい

る 

 
(作業ステージ) 

従来の寄付募集  これからの寄付募集マーケティング
 

寄付募集の 

目的 

 

・資金獲得 ・資金獲得 

＋ 

・卒業生の力を借りた大学経営 

への付加価値の追求 

卒業生情報の
管理・データ化 

・更新メンテナンスが困難 

・学部・地域・職種別等の単位で

しか作成されない 

・ソーシャル・ネットワーク型での

コミュニティ作り 
・寄付を意識したデータ属性把握 

ターゲット分類 ・ほとんど行っていない 

・寄付の種類だけで分類 

（年次継続寄付、資本的寄付、 

 計画的留保寄付（遺贈）） 

・寄付の特徴を踏まえた想定寄付
額による分類 
（高額寄付者のターゲット設定） 

アプローチ ・一方通行のアプローチ 

・全員に同じ方法でアプローチ 
 

・高額寄付者には特別のアプロー

チ（接待・学長訪問） 
 

寄付募集の 
コスト 

・必要な最低限の経費のみ 

（戦略的な経費はなし） 
 

・募集戦略経費を積極的に使用 
（システム開発更新費・高額寄
付者接待費、校友向けアフター
フォロー費） 

寄付金の使途 ・主に資本的支出に使用 ・直接学生に還元される支出に使

用（奨学寄附金） 

一方、寄付＝慈善活動なら

ではの難しさを加味しなけ

れば成功しない部分もある 
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【卒業生情報の管理・データ化】 

これまでの卒業生情報の管理・データ化作業のネックは、卒業後の情報をトレースし名簿

の価値を維持し続けることが困難な点にあった。この問題は、転職の一般化やニートの増

加により、一層困難を加速化させている。 

この卒業生情報の管理・データ化の問題点について、東京大学の卒業生システム開発を

請け負った（株）ジャパンジョブポスティングサービス社は、情報の管理更新を利用者のコ

ミュニティに委ねるソーシャル・ネットワーク型のインターネットシステムが卒業生名簿管理

には適している、と指摘している。会員数３４４万人の同窓会サイト『この指とまれ！』は、同

社がまさに提唱するソーシャル・ネットワーク型のインターネットシステムで運営されている。

卒業生の情報がトレースしにくい以上、逆にいかに帰属意識を高める仕組みが作れるか、

この解決手段の１つがソーシャル・ネットワーク型のインターネットシステムだということであ

る。（ソーシャル・ネットワーク型のインターネットシステムを使った校友会コミュニティの事

例は、後半で説明） 

データ４： 卒業生情報の管理・データ化の問題点 

名簿作成・管理には、Ｗｅｂ２．０型のインターネットシステムが適している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：卒業生名簿管理・運用と実務（(株)ジャパンジョブポスティングサービス）資料より当社にて作成 

卒業後のトレースが困難 

【現状】    各校の卒業生名簿管理・運営の実情は？ 

 国公立大学： 学部別に縦割りで管理 

 芸術系大学： 大学は関与せず卒業生有志に一任 

 女子大・短大： 結婚後の住所や氏変更に苦労 

 私大全般： 同窓会が管理、大学自身の取組例は少ない 

 同窓会： 年度・地域・職域別でバラバラ 

 手段・連絡方法の問題： 

 － 名簿ごとに別窓口（電話・ファクス・郵送・ＨＰ）、相互が非連携 

 名簿更新のメリットの問題： 

 － 卒業生は何が得られるか？ 卒業後の関係持続の利点が不明 

 個人情報保護法： 

 － 収集の目的・方法、管理、更新、本人開示 

 転職の一般化、ＮＥＥＴ・フリーターの増加 

【問題点】   活きた名簿にならない、名簿を活かせない 

 教育・研究機関としての効果測定（評価基準） 

 －就職や進学といった進路の実績や評価 

 －卒業生や就職先等の関係者からの意見 

 卒業後の帰属意識の維持・向上 

 －寄付募集 

 －学校イメージの向上 

 在校生支援 

 －ＯＢ訪問、研究支援 

    

   

【対応】     卒業生ネットワークの必要性   

名簿作成・管理には、ソー

シャル・ネットワーク型のイ

ンターネットシステムが最

適 
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【ターゲット分類・アプローチ】 

営利事業の顧客マーケティング戦略において、２割の顧客が８割の収益を生み出すという、

いわゆる２：８の法則が言われ出したのは最近のことであるが、寄付募集の世界では、比

較的以前からこの原則が唱えられてきた。１９９１年の『大学時報』では、寄付マーケティン

グにおいてこの法則は『１：９の割合だ』とまで言われている6。 

コロンビア大学は、「Ｔｈｅ Ｃａｍｐａｉｇｎ ｆｏｒ Ｃｏｌｕｍｂｉａ」と題した、目標募集額２０億㌦（１

㌦＝￥１１５換算で２３００億円）の大規模な寄付キャンペーンにおいて、ターゲット分類を

下記のようなテーブルで設定、見事に目標募集額を満額以上で達成させている。 

事例３： コロンビア大学・The Campaign for Columbia のターゲット分類 

ターゲット別依頼額は１億㌦から設定、大口ターゲットは１億㌦～１００万㌦まで３３２人（全体比約0.1％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：米国大学経営戦略調査団報告書2001      

                                                  
6 大学時報第 218 号（1991 年 5 月）、「アメリカの諸大学における資金募集－一つの概観」 

１割の超富裕層から９割の

寄付額が寄せられる 

当初募集目標  募集結果  

ターゲット別

依頼額 

人数 ターゲット別 

合計額 

 人数 ターゲット別 

寄付合計額 

 

ターゲット別

寄与度 

(%) 

100,000千㌦ 1 100,000千㌦  0 0  0 

50,000千㌦ 2 100,000千㌦  2 110,431千㌦  4.3 

25,000千㌦ 4 100,000千㌦  6 191,372千㌦  7.4 

10,000千㌦ 10 120,000千㌦  30 447,837, 千㌦  17.5 

5,000千㌦ 25 150,000千㌦  36 249,795千㌦  9.7 

1,000千㌦ 290 430,000千㌦  341 657,295千㌦  25.7 

大口小計 332 1,000,000千㌦  415 1,656,732千㌦   

500千㌦ 280 180,000千㌦  260 177,953千㌦  6.9 

250千㌦ 500 180,000千㌦  492 164,568千㌦  6.4 

100千㌦ 1,440 180,000千㌦  1,218 181,140千㌦  7.0 

50千㌦ 1,950 130,000千㌦  1,634 101,622千㌦  3.9 

25千㌦ 3,900 130,000千㌦  2,990 97,676千㌦  3.8 

小口小計 8,070 800,000千㌦  6,594 722,959千㌦   

25千㌦以下 many 200,000千㌦  318,265 176,745千㌦  6.9 

合計 2,000,000千㌦  325,274 $ 2,556,437千㌦   

 
大口寄付者     寄付者分類     小口寄付者 

 
 

多
額 

 

１
人
当
り
寄
付
額 

 

少
額 

325,274人 

最高額55百万㌦ 

上位４１５人までの大口寄付者

（全寄付者比 0.1％）で、 
最終募集額の約６４％が集まる

大口寄付者を明確にターゲット化 

（イメージグラフ） 
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コロンビア大学の寄付アプローチから学ぶ点は、まず前述の１：９の原則を反映させつつ、

大口寄付者を意識しながら依頼額でターゲット分類していることだ。この結果、上位４１５

人までの大口寄付者（人数比０．１％）で、最終募集額の６４％が獲得され目標募集額達

成に大きく寄与している。（グラフ参照）。仮に、この大口寄付者を意識したターゲット分類

をせず均一で満遍なくアプローチをしていたら、目標募集額２０億㌦はまず間違いなく達

成しなかったはずだ。前掲のグラフでは、最終募集額に影響を与えない少額寄付者が、

グラフの底を長々と這うように続いている。寄付募集においてターゲティングという発想が

いかに重要か、大口寄付者と小口寄付者の両極端な動向からよく学び取れる。 

ここで少し私見を述べさせていただくと、我々がコロンビア大学のデータで最も驚かされた

のは、当初募集目標のターゲットとほぼ違わずに募集結果が着地している点だ。これは、

コロンビア大学の寄付募集に関するデータ蓄積の量とその信頼性の高さを示している。ま

さに成熟した寄付金募集マーケティングの実力を見せ付けられる思いである。 

コロンビア大学は、当初募集目標から募集結果に至るまでに、ターゲットに対して、下記

のような組み立て手順でアプローチを進めている。募金の期待可能性が高い人達には、

学長が中心となって個人面談を展開する。係員が１０回程度の面談を行った後、学長が

最後の一押しとして２～３回会う手順で行われる。成功率は大口で７０～８０％、小口で３

０％、学長は合計３００人程度と面談するとのことである。 

事例４： コロンビア大学・The Campaign for Columbia のアプローチ 

準備に２年、募集期間に５年／対象プロジェクト選定と事前ヒアリングで募集目標を算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：米国大学経営戦略調査団報告書2001 

 

コロンビア大学の寄付キャ

ンペーンでは、上位４１５人

までの大口寄付者で、募集

額の約６４％を集める 

【第一フェイズ】    約２年間、水面下で計画作りや広報用の小冊子を準備 

 フィジビリティ・スタディを使って目標額の設定 

募集期待可能性の高い人のリストを、３０位くらいの人達

からヒアリング 

 対象プロジェクトのプライオリティー決定 

その感触からトップレベル３０人の期待額をはじき、それ

を総額の３０％位とみて目標総額を決める 

 この段階の最後に大きなパーティを開き、「いよいよこれ

から始めます」というアナウンスをする。 

【第二フェイズ】    ５年間、実際に募金活動を行う段階 

   

  

 募金対象者をまわる 

 募金集めの努力は、各セクションが中心となって行うが、

学長が重要な役割を果たす。 

 学長は、その職務の２５％を募金活動にあてる。集金額

で地位が決まるといっても過言ではない。 

高額寄付者は学長が直接

面談、成功率は７０～８０％ 
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【寄付募集のコスト】 

寄付＝慈善活動ならではの特徴を考慮しなければいけないマーケティング戦略の一つに、

寄付募集のコスト戦略がある。 

米国の大学のコスト戦略を見ると、寄付＝無償の供与であるからこそ、積極的に戦略コス

トを使うという判断があるように見て取れる。事例が少なくて参考になりにくい部分もあるが、

米国の大規模大学・中小規模大学とも、概ね寄付募集額比で１０％～１５％程度をコスト

にあてるのが一般的である。また、募集コストの使い方にも前述のターゲットアプローチの

考え方が反映されており、タフツ大学の例では、その内訳に高額寄付者の接待費が計上

されている。 

事例５： 大規模大学・中小規模大学の寄付金募集コストと内訳 

寄付募集額の１０％～１５％がコストに充てられる 

 

 

大規模大学－【コロンビア大学（Columbia University）】 

〔大学データ〕  所在地： アメリカ、ニューヨーク州ニューヨーク市 

  創立： 1754 年 

  学生数： 約 2 万人（学部生＋大学院生） 

 

〔寄付募集〕  寄付金募集実績：  $341,140,986（2005 年度、全米第６位） 

  募集・校友サービスのコスト： 約 2,600 万㌦/年（2001 年ヒアリング時）

 

 

中・小規模大学－【タフツ大学（Tufts University）】 

〔大学データ〕  所在地： アメリカ、マサチューセッツ州 

  創立： 1852 年 

  学生数： 約 1 万人（学部生＋大学院生） 

 

〔寄付募集〕  寄付金募集実績：  $58,374,124（2005 年度） 

  募集・校友サービスのコスト：約 1,500 万㌦/年（2000 年初、ヒアリング）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： Council for Aid Education, Voluntary Support of Education Report for FY2005 

米国大学経営戦略調査団報告書2001 

私立大学における個人寄付募集の現状と今後の募集対策、桜美林大学・大学院国際学研究科 

 大学アドミニストレーション専攻 阿部康一郎博士 研究成果報告 

〔費用項目〕 〔費用〕

イベント費用 
（ホームカミングデー、コンサート 他） 

180 万㌦

雑誌 
 （82,000 部、年４回、全校友＋α） 

30 万㌦

その他 
 （システム開発維持費、高額寄付者接待） 

1,290 万㌦

合計 1,500 万㌦

 

寄付＝無償の供与である

からこそ、積極的に戦略コ

ストを使う 
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【寄付金の使途】 

日本の大学の寄付募集担当者が一番頭を悩ませるのは、寄付募集そのものではなく、寄

付金の使途戦略だと言われている。それは、寄付金の使途が寄付金募集に影響を与える

のが経験として判るためだろう。前述のコロンビア大学でも、寄付募集プロジェクトを設定

し、それに対する大口寄付者の反応を見ながら寄付募集額を決めるとされている。 

寄付募集担当者が頭を悩ますもう一つの背景は、寄付金は施設建設等目に見える形に

充当するという旧来からの通説が、大学設置基準の緩和等で変わりつつあるためだ。平

成以降の大学設置の規制緩和は、図書等の整備の数量基準撤廃（平成３年）、校地の基

準面積の緩和、校舎・校地の自己所有要件の段階的緩和、空地・運動場を不要とする特

例措置、校地面積基準を引き下げる特例措置（以上、直近緩和は平成１５年）がある。こ

れらは設置基準とは言え、大学経営における施設の位置付けを大きく変化させており、そ

の流れを寄付募集担当者はよく感じ取っている。 

この解決策のヒントとなるのが、寄付の使途を学生奨学金に充当する、米国リポン大学の

事例だ。同大学は、キャンペーンによって集めた寄付を、学生への奨学金に集中的に充

当する策を取っている。寄付基金は、在学生の９０％以上は、寄付を基金にした奨学金の

学費支援を享受するまでに成長し、学生１人あたりの平均支援額は、１８，０００㌦、１人分

の学費の７０％相当が寄付基金からの拠出で賄われるまでになった。この寄付金使途戦

略は、『助成の連鎖』と作る。在校時代から寄付文化育む好事例だ。学生数１０００人程で、

大規模な大学施設を必要としないリベラル・アーツ型の大学としての寄付金使途戦略の

成功型であろう。 

事例６： 奨学型寄付金使途の成功例 

助成が助成を生む、リポン大学の在校生向け寄付金戦略 

 

【リポン大学（Ripon College）】 

〔大学データ〕  所在地： アメリカ、ウィスコンシン州リポン市 

  創立： 1851 年 

  学生数： 約 1000 人 

 

〔寄付募集〕  Alumni & parents Supporting the Admission Process (ASAP)  

  1993 年スタート 

    

  大学収入に占める寄付割合： 41% 

  在学生の 90％以上は、寄付を基金にした奨学金等の学費支援を享受

  学生１人あたりの平均支援額は、18,000 ㌦、１人分の学費の 70%相当 

  

 

出所： 進研アド社・Between 2004年7月・8月号 

 

寄付金使途は寄付金募集

に大きな影響を与える 

大学経営における施設の

位置付けは変わった 

在校生奨学金に充当する

ことで「助成の連鎖」を作る 
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大学に付加価値をもたらすための、新しい卒業生マーケティングへ 

 

日本の大学における卒業生マーケティングは、東京大学の報道7等に見られるように、既

に再考や新しい流れへの対応が進んでいる。その動きを見て我々が感じるのは、単なる

寄付募集のためだけではない、卒業生の力によって大学付加価値をもたらすための新し

い卒業生マーケティングの動きである。 

日本の大学は、今の時代、卒業生だからこそ、母校の経営に影響を与えられる役割が改

めて大きくなってきていることに注目しつつある。例えば、大学の理事にとっては、卒業生

は寄付や協賛金を提供してくれる大学の財政サポーターに映る。大学のスタッフ・職員に

とっては、母校の将来のために提言や批判も厭わない学外理事のように映る。教授陣にと

っては、受託研究を獲得する民間企業との橋渡し役・キーパーソンに映るだろうし、また実

務経験豊かな非常勤講師として映るかもしれない。また大学の就職サポートに対する期

待が、企業とのマッチングから学生のキャリアデザイン構築にまで広がっている現在、卒

業生のトレーサビリティの確保は、就職満足率という大学のＰＲ材料の獲得に結びつく。そ

してもちろん現役在校生にとっては、就職活動における頼もしいＯＢ・ＯＧに映るはずだ。

更に大学全体で見れば、卒業生は子供の親として、また生涯教育制度が充実するこれか

らにおいては自分自身が、大学の見込み顧客である。更には、これら卒業生が集まる同

窓会は、その海外支部が在外子女や日系子女の母校への進学支援を請け負う取組みな

どが、既に行われている。 

日本の大学の卒業生マーケティングは、単なる寄付募集に留まらない、卒業生の力によ

る新しい大学付加価値を造りだそうとする目的で、卒業生マーケティングを展開し始めて

いる。 

図表３ ： 卒業生によって大学に付加価値をもたらす新しい卒業生マーケティング 

卒業生が、大学経営に直接影響を与えられる局面は非常にたくさんある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
7 2006 年 7 月 5 日、日本経済新聞 

Ⅳ 

卒業生だからこそ、母校の

経営に影響を与えられる役

割がある 

 

寄付募集に留まらない、新

しい卒業生マーケティング

の目的 

 

大学経営難・差別化が必要な時代だからこそ、卒業生がもたらす大学付加価値が活きる 

 

理事・職員 卒業生 

教授・講師 

在校生 

・寄付者 
・良き経営提言者 

・民間との橋渡し役 
・将来の非常勤講師 

・就職活動のＯＢ・ＯＧ
同窓会 

大学 
・子供の入学 
・大学院・社会人入学 

卒業生のトレーサビリティ

の確保は、就職満足率とい

う大学のＰＲの材料になる 

《2006.9.15 update》 
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卒業生の力によって大学付加価値をもたらすための新しい卒業生マーケティングの動き

を、最近の校友会コミュニティを紹介したメディア記事等を参考にしながら考えてみたい。 

早稲田大学・校友会オフィシャル・コミュニティサイト『稲門コミュニティ』は、前述の同窓会

サイトを運営する株式会社ゆびとまによりシステム構築が進められた。同社は本サイト構築

に関するインタビュー記事で、このサイトの特徴は、『校友会コミュニティサイトを（大学の）

基幹システムから卒業生を切り離すのではなく、大学のネットワーク・システムに組み込み

一本化したこと（小久保社長）』だと、コメントしている。8 

この校友会コミュニティサイトを、単体で遊離させずに大学の基幹システム内で一本化し

たことは、卒業生の力による新しい大学付加価値を造りだしたい大学側の工夫であったと

考えられる。その理由として、まず２００４年３月に発足したファイナンス稲門会は、このサイ

トがきっかけとなって発足したと言われている。ファイナンス稲門会とは、早稲田大学の卒

業生で金融に関心のある卒業生を会員とし、実践に即した金融知識を積み上げようとす

る会であり、同窓会を超えた大学と卒業生の新しい関係を築く会として注目されている会

である。また、大学の基幹システム内で一本化されているメリットは、卒業生から大学への

アプローチの容易さもさることながら、言わずもがな在校生にとっては就職活動における

大変大きな付加価値システムとなったはずだ。 

事例７： 早稲田大学・稲門コミュニティ（校友会オフシャルサイト） 

大学の基幹システムに組み込んだシステム、大学との継続したリレイションに重点を置く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ＨＰ等より当社にて作成 

 

                                                  
8 在学生や教職員と気軽に集えるネットコミュニティの可能性 進研アド Between Jul. Aug.2004 

早稲田大学・基幹システム 

在校生

 

稲門コミュニティ 

卒業生

〔在校生画面〕 〔卒業生画面〕 

アクセス アクセス 

ファイナンス稲門会発足 

 （日本橋早稲田キャンパス）

 

就職活動等で密なアクセス 

早稲田大学は、校友会オフ

ィシャルサイトを大学の基

幹システムに組み込んで

運営 
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東京大学も、本年７月中旬に卒業生限定のポータルサイトを開設した。このサイトでは、約

１８万人の卒業生の情報を電子データ化し、卒業年や学部などで登録者を検索、サイト内

の私書箱にメールを送り連絡を取り合えるシステムになっている。 

東京大学の卒業生システム開発を請け負った（株）ジャパンジョブポスティングサービス社

によると、同サイトは大学側のメリットもさることながら、まずはそのコミュニティに集う卒業生

やそのコミュニティの核となる同窓会に十分なメリットやインセンティブがもたらされることに

配慮された設計であり、ソーシャル・ネットワーク型のシステムを使い、大学と卒業生との中

間あたりに情報や管理機能を置けるように工夫がなされている、とのことである。 

同社が指摘するソーシャル・ネットワーク型のシステムとは、インターネットの利用者同士で

提供され合う情報に価値があると考えるシステムである。俗にＷｅｂ２．０と言われるこのシ

ステムでは、情報陳腐化のスピードや情報カスタマイズのニーズが急速に高まる現在、も

はや情報管理者を中心に利用者が放射型に広がった形でなく、ネットの利用者同士でや

り取りされる情報に価値がある、という考えだ。この「利用者」を「卒業生」と置き換えると、

卒業生は大学から提供される情報もさることながら、他の卒業生がどんな仕事をしている

か、どこに住んでいるか、結婚したか、子供がいるか、健康にリタイア生活を送っているか、

誰が今の自分とコンタクトを取りたがっているかに興味があり、それが卒業生コミュニティへ

の参加インセンティブの端緒になる、という考え方だ。 

東京大学でさえ、今まで大学横断的な卒業生コミュニティは形成されてなかった。しかし、

官民・業種・地域を問わず幅広く卒業生が活躍する同大学だからこそ、卒業生がもたらす

大学への付加価値は計り知れず大きい。その将来の多大な価値を見越しながら、まずは

入口を工夫しつつ卒業生１８万人の確実なコミュニティ参画を図る、グローバル・ベースで

の更なる発展をめざす東京大学の戦略の一端が垣間見えるシステムである。 

事例８： 東京大学・卒業生情報管理システムの仕組み 

卒業年や学部などで登録者を検索、サイト内の私書箱にメールを送り連絡を取り合える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：日本経済新聞 
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卒業生名簿 

卒業生限定ポータルサイト 

大 学 同窓会組織

シ
ス
テ
ム
管
理
会
社 

連携 

情報発信 情報発信 

アクセス アクセス 

運用・ 

管理 

東京大学も卒業生限定の

ポータルサイトを開設 

ソーシャル・ネットワーク・

システムで卒業生コミュニ

ティを構築 



大学の卒業生マーケティング戦略 － 寄付金募集／卒業生による新しい大学付加価値戦略  

  

 16

   
 

 
寄付募集のために、大学に新しい付加価値をもたらすために 

 

卒業生マーケティングの立案や再考を進めるのであれば、まずは寄付募集のための卒業

生マーケティングから検討すべきだ。２００７年以降は、団塊世代の退職という大学にとっ

ての寄付募集の好機が到来する。また母校の教学のために財政支援の道筋を提示する

という社会的責任も大学は果たすべきだ。昨今の大学は、学生を迎え入れる・学生満足

度を高めるといったカスタマー意識が標準化しつつあり、この意識を卒業生にまで広げる

ことができれば寄付募集マーケティングはそれほど困難なことではない。寄付募集特有の

マーケティング・ノウハウは、寄付先進国である米国に倣う成功事例がたくさんある。 

また、既に日本の大学で卒業生マーケティングが進められている事例を見ると、その目的

は単なる寄付募集にとどまらず、卒業生の力によって大学付加価値をもたらそうとする大

きな動きになっている。これは大学側のニーズもさることながら、退職した団塊世代や、３０

歳台になって安定した社会的地位についた１９９０年代前半の大量入学世代側からのニ

ーズによって出てきた動きだ。大学は、社会の流れ・その社会で活動する卒業生のニーズ

に、より一層アンテナを働かせねばならない。こういった卒業生のニーズに適格に応えて

いくことも、大学に課された社会的責任である。 

更に、大学評価・学位授与機構や財務格付け・各種メディアの大学ランキング等、さまざ

まな大学評価がなされる時代になっている昨今、大学経営における卒業生の重要度も再

認識されるべきだ。２１世紀大学経営協会は卒業生から見た大学「教育力」調査を行って

いるが、その真の狙いの一つとして、『限られたリソースをどう配分すべきかもう一度洗い

出してほしい、ということがある。あちこちの大学で、キャンパスの都心回帰や福利厚生施

設の刷新などにまるで踊らされたように投資しているが、卒業生の目から見たら、それがど

れほどの意味を持つものか。カネの使い方は適切なのか、を再検討してほしい（国際基督

教大学 西田副学長、週刊東洋経済２００５．１０．１５より）』とされている。まさにこのコメン

トこそが、大学経営の視点から見た卒業生マーケティングの重要性を表している。 

最後に、前述した南山大学の大口寄付は有価証券（株式）によるものとの報道があるが、

そうであれば我々証券業界は、大口寄付株式の議決権行使の考え方などいわゆる『日本

版Ｇｉｆｔ Ａｃｃｅｐｔａｎｃｅ Ｐｏｌｉｃｙ』の作成アドバイスや、将来の学校法人会計基準の時価会

計導入を見越しながら、エクイティ・スワップ等を用いた大学独自の寄付株式ヘッジ手段も

提案していかなければならないと考えている。我々も、大学の改革スピードに後塵を拝す

ることのないよう一層の研鑽を積み、これからも大学と議論を深めさせていただきたい。 

（以 上） 

 

 

 

 

Ⅴ 

まず寄付募集のための卒

業生マーケティングから検

討すべき 
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望んでいる 

大口寄付の実現は、証券

業界にも新たな課題をもた
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本資料は、当社が信頼できると判断した情報源から入手した情報に基づいて作成されていますが、明示、黙

示に関わらず内容の正確性あるいは完全性について保証するものではありません。また、別段の表示のな

い限り、その作成時点において施行されている法令に基づき作成したものであり、将来、法令の解釈が変更

されたり、制度の改正や新たな法令の施行等がなされる可能性もございます。さらに、本資料に記載の内容

は、一般的な事項を記載したものに過ぎないため、お客様を取り巻くすべての状況に適合してその効果等が

発揮されるものではありません。このため、本資料に記載の内容に従って、お客様が実際に取引をされた場

合や実務を遂行された場合、その期待される効果等が得られないリスクもございます。なお、金融商品の取

引その他の取引を行っていただく場合には、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の価

格の変動等および有価証券の発行者等の信用状況（財務・経営状況を含む。）の悪化等それらに関する外部

評価の変化等を直接の原因として損失が生ずるおそれ（元本欠損リスク）、または元本を超過する損失を生

ずるおそれ（元本超過損リスク）があります。なお、信用取引またはデリバティブ取引等（以下「デリバティブ取

引等」といいます。）を行う場合は、デリバティブ取引等の額が当該デリバティブ取引等についてお客様の差

入れた委託保証金または証拠金の額（以下「委託保証金等の額」といいます。）を上回る場合があると共に、

対象となる有価証券の価格または指標等の変動により損失の額がお客様の差入れた委託保証金等の額を

上回るおそれ（元本超過損リスク）があります。また、店頭デリバティブ取引については、当社が表示する金

融商品の売付けの価格と買付けの価格に差がある場合があります。 

上記の手数料等およびリスク等は商品毎に異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書

またはお客様向け資料等をよくお読みください。 

また、実際の取引等をご検討の際には、個別の提案書等をご覧いただいた上で、今後の制度改正の動きに

加え、具体的な実務動向や法解釈の動き、および、お客様の個別の状況等に十分ご留意いただき、所轄の

税務署や、弁護士、公認会計士、税理士等の専門家にご相談の上、お客様の最終判断をもって行っていただ

きますよう、お願い申し上げます。 

弊社は、商号を日興コーディアル証券株式会社とし、金融商品取引業者（関東財務局長(金商)第１２９号）で

す。 

弊社は、日本証券業協会、社団法人投資信託協会、社団法人日本証券投資顧問業協会、社団法人金融先物

取引業協会に加入しております。 

【金融商品取引法に基づく表示事項】 
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